
 

 

別添様式第３２号（規則様式第２１（第２６条）） 

 

×整理番号  
 

×受理年月日    年  月  日 

 

電 気 工 事 業 開 始 通 知 書 

    年    月    日 

山口県知事         様 

 

                                               (〒         ) 

 

住所                   

氏名又は名称     

法人にあっては     

代表者の氏名                        

 

電気工事業を開始しましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第３４条第５項の規

定により、次のとおり通知します。 

１ 建設業法第３条第１項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 

年   月   日  山口県知事許可（般―  ）第       号 

２ 電気工事業を開始した年月日 

      年   月   日 

３ 営業所 

営 業 所 の 名 称 所 在 の 場 所 

  

 

 

 

（備考） １ ×印の項は、記入しないこと。 

２ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。 

 この場合において、署名は必ず本人が自署するものとする。 

 



 

 

別添様式第１０号 

 

営 業 所 位 置 図 
 

（注）        線         駅下車            行バスを利用し 

            停留所で下車し            方面に向かって徒歩   分 

   で上記営業所に到着する。 

 

最寄りの駅から営業所までの道順 



 

 

別添様式第１２号 

 

備 付 器 具 調 書 

氏名又は名称               

 品 名 製 造 年  製造番号 台数 製造業者名 

 

一

般

用

電

気

工

作

物

の

電

気

工

事 

 

 

 

 

 

 

 

自 

家 

用 

電 

気 

工 

作 

物 

の 

電 

気

工

事 

 

 

 

 

絶 縁 抵 抗 計  

 

 

    

 

接 地 抵 抗 計  

 

    

 

回路計であって抵

抗及び交流電圧を

測定できる器具 

 

    

  

 

低 圧 検 電 器  

    

 

 

高 圧 検 電 器  

    

 

 

 

※ 

継電気試験装置 

    

 

※ 

絶縁耐力試験装置 

    

計     台 

 

（備考）１ 電気工事の種類に応じて、法第２４条及び規則第１１条に定められた備付の必要な

器具を記入すること。 

２ ※印の器具について備え付けていない場合は、借入契約等により必要なときに使用

しうる措置が講じてある旨を、次の（  ）内に記載すること。 

措置内容………（                             ） 


